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政策・事業体系上の位置づけ  

 

 政策：人権の尊重 

 施策：113 男女共同参画社会の実現 

 施策の数値目標：男女共同参画意識普及度 

 

 

基本事業の目的  

【誰、何が（対象）】 

配偶者等からの暴力を受けている被害者が 

【抱えている課題やニーズ】 

被害についての相談、身の安全の確保や自立支援を求めている。 

 という状態を 

【どのような状態になることを狙っているのか（意図）】 

相談や支援を受けることができる。 

 という状態にします。 

【その結果、どのような成果を実現したいのか（結果＝施策の目的（2010 年度のめざす姿））】 

個人の生き方、価値観が尊重されるなど男女平等についての意識改革が進み、実質的な男女平等社会が実現し

ています。男女共にあらゆる分野に参画する機会が確保され、家庭、地域、職場等において男女共同参画が実

現しています。また、男女共に多様な選択を可能とするための条件整備が整っています。 

 

基本事業に関する各種データ 

 

2002 年度 基本事業に関する実績データ一覧 

基本事業の数値目標達

成状況 

必要概算コスト対前年

度 

達成 増加 

 

基本事業の数値目標、コスト、基本事業マネジメント参考指標と実績値  

 

 

Ⅴ 人権の尊重と心身の健康支援 

  （１）みえ政策評価システムによる評価 

みえ政策評価システム 
（11307 性別に基づく暴力等への取組と心身の健康支援 －１） 



 

 

２ 基本施策に対する評価 
 Ⅴ 人権の尊重と心身の健康支援 

  2001 2002 2003 2004 

目標  3 6 9地域配偶者等

暴力防止会議

設置数(件) 

[目標指標] 

実績 - 6   

必要概算コス

ト（千円） 

 153,702 182,654 129,210 0

予算額等（千

円） 

 107,443 124,785 122,812

概算人件費（千

円） 

 46,259 57,869 6,398 0

所要時間（時

間） 

 10,988 13,458 1,488

人件費単価（千

円／時間） 

 4.21 4.30 4.30 4.21

必要概算コス

ト対前年度（千

円） 

 28,952 -53,444 -129,210

目標 17 19ＤＶに対応す

る専門職員の

数(人) 

[マネジメント

参考指標] 

実績 11 17 

目標 3 7配偶者からの

暴力防止等連

絡会議の開催

回数(回) 

[マネジメント

参考指標] 

実績 1 4 

[マネジメント

参考指標] 

  

[マネジメント

参考指標] 

  

[マネジメント

参考指標] 

  

[マネジメント

参考指標] 

  

 

 

 

数値目標に関する説明・留意事項  

生活創造圏における「地域配偶者暴力防止会議」の設置数です。 

 

2002 年度マネジメント参考指標  

 種類 マネジメント参考指標 数値目標の困難度 達成度 

／５点 

１ 事業量 ＤＶに対応する専門職員の数 挑戦的な目標 ３ 

２ 協働度 配偶者からの暴力防止等連絡会議の開催回数 十分達成可能な目標 ３ 

３     

みえ政策評価システム 
(11307 性別に基づく暴力等への取組と心身の健康支援 －２) 



 

                                          

２ 基本施策に対する評価 
 Ⅴ 人権の尊重と心身の健康支援 

４     

５     

６     

 

マネジメント参考指標に関する説明・留意事項  

1 の指標は、県・市町村・団体等に配属されている「DV に対応する相談員」のことです。 

 

基本事業の評価 

 

2002 年度を振り返っての評価  

【これまでの取組と成果、成果を得られた要因と考えられること】 

2002 年 4 月から「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」に基づき、県女性相談所を配偶

者暴力相談支援センターと位置付け、ドメスティック・バイオレンス（DV）に関する相談・支援を行ってきま

した。 また、啓発チラシ等を三重県医師会の協力を得て医師へ配布するとともに、配偶者からの暴力の防止

等に関係する機関が情報や意見の交換を行う「配偶者からの暴力防止等連絡会議」を開催し、連携をはかりな

がら被害者の保護や支援を行いました。地域ＤＶ防止会議を６ヵ所設置し、周知・啓発と地域での取組を検討

しました。 

 

【前年度に残った課題、その要因と考えられること】 

通報制度や配偶者暴力相談支援センターにおける支援制度を周知し、相談や被害者保護を適正に実施するとと

もに、DV 被害そのものを防止するため、性に基づく差別や暴力のない社会の実現に向け、教育・啓発が必要

です。 

 

総合行政の視点からの評価  

ＤＶ防止法の周知と取り組み強化のため、生活部、警察、市町村等と連携しシンポジウムを開催し

ました。 

①平成１４年１１月１２日（フレンテみえ） ②同１２月１４日（上野庁舎） ③同１５年１月２

５日（松阪産業振興センター） 

 

基本事業の展開 

 

2003 年度 施策から見たこの基本事業の取組方向  

注力 総括マネージャーの方針・指示 改革方向 

→ 関係機関の連携により、相談、保護、自立支援等を実施するととも

に、啓発等により暴力等の防止に努めること 

改善する 

＜参考＞注力：取組への思い入れや経営資源投入など施策の中での力の入れ具合 
↑＝相対的に力を入れて取り組んでいく 

→＝従来どおりの力の入れ具合で取り組んでいく 
↓＝相対的に力の入れ具合を抑えていく 

 

評価結果を踏まえた 2003 年度の取組方向  

県女性相談所、男女共同参画センター、県警察本部、福祉事務所等が連携を図り相談業務を充実するとともに、

DV 防止法の周知に努めます。 また、DV 被害そのものを防止するため、性に基づく差別や暴力のない社会の実

みえ政策評価システム 
(11307 性別に基づく暴力等への取組と心身の健康支援 －３) 





 

                                          

２ 基本施策に対する評価 
 Ⅴ 人権の尊重と心身の健康支援 

発事業 ＤＶ防止法が平成１３年１０月に施行され

た。 

配偶者からの暴力は人権侵害であるという

意識の普及、被害者等に対してＤＶ防止法

についての相談機関の連絡先等の情報提供

が必要であることから、シンポジウムを開

催するほかポスター等を作成する。 

ＤＶ被害そのものを防止するため、教育・啓発に取

り組んでいくこと。 

6,379 3,059 6,850 822 ↑ 現状維持 直接的 長期的 H 健やか親子支援事

業（再掲） 「健やか親子２１」の課題である①妊娠出

産の安全性と快適さの確保や不妊への支援

等②子どものこころとからだの健やかな発

達③安心できる小児保健医療体制の整備④

思春期の保健対策の強化と健康教育の推進

等の諸問題について協議し、県民運動とし

て取り組む。 

三重県版健やか親子の計画および実践に向けて、充

実強化をはかること。 

3,606 -87,745 1,486 46 ↑ 現状維持 直接的 即効性 I 周産期医療システ

ム構築事業（再掲） 地域において妊娠、出産から乳幼児にいた

る、高度で専門的な医療を効果的に提供す

る総合的な周産期医療体制の整備をはか

り、安心して子どもを産み、育てることの

できる環境づくりを推進する。 

医療情報システム稼働により、周産期医療の一層の

充実強化をはかること。 

465 - 200 - ↑ 現状維持 直接的 即効性 J 不妊専門相談セン

ター構築事業（再掲） 不妊に関する悩み等に対応するため、検査

や治療、医療機関の情報提供やカウンセリ

ング等を行うための相談窓口の設置に向け

て取り組む。 

不妊に関する悩み等に対応するため、検査や治療、

医療機関の情報提供やカウンセリング等を行うた

めの相談窓口の設置に向けて取り組む。 

1,115 -357 60 -50 → 現状維持 直接的 即効性 K ひとり親家庭等相

談事業委託料（再掲） 三重県母子寡婦福祉連合会に委託し、ひと

り親家庭および寡婦の抱える問題解決のた

めの特別相談および法律問題に関する研修

会を実施する。 

特に父子家庭へのＰＲに努めながら実施する。 

416 -860 100 -50 → 現状維持 直接的 即効性 L ひとり親家庭等介

護人派遣事業委託料

（再掲） 
ひとり親家庭および寡婦に対する介護人の

派遣を三重県母子寡婦福祉連合会に委託し

て行う。 

介護人および派遣世帯の登録数の増加をはかりな

がら実施する。 

 

 

 

みえ政策評価システム 
（11307 性別に基づく暴力等への取組と心身の健康支援 －５） 


